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試行錯誤の会計教育研究

柴　　　健　次

はじめに

　日本の大学の会計教師は会計関連科目を教授する一方で会計学の研究に従事するという姿が

一般的である。教師一年目から研究内容そのものを講義するケースは恵まれた例外と考えてよ

い。多くの場合、若き研究者は会計の教授法を習得する事もなく、会計教師として教育現場に

立たされることになる。その後は、年々教育経験を積むことにより、教師として成長すること

が期待されている。その結果、すべての会計教師がそれなりに成長した教師としていつか退職

の日を迎える。

　会計教育は教師個人の問題にすぎないとなると会計教育は研究の対象になじまない。そのよ

うに割り切らない者でもエフォート率が高くなる研究を抱える研究者は会計教育の研究に時間

を割けないという事情もあるようだ。従来から会計教育を研究対象とする研究者はいたが会計

社会全体としてみると教育問題は重要であるが研究対象として優先する雰囲気は少なかった。

この傾向がいつから変化したかを特定することは難しいが近年教育問題に関心が集まりはじめ

ている。

　会計教師としての私も、振り返ってみれば、職業人として自身の教育技能を高めようと日々

の教育に没頭してきた。その限りにおいて教育は取り組むべき仕事であり研究対象ではなかっ

た。ところが、研究者仲間で、十年近く前に、簿記初学者にとって何が理解困難な問題である

かを研究してみようという話がまとまった。私にとっては教育問題を研究対象と自覚した最初

であった。その後、今日に至るまで、教育実践論も、教育開発論も、さらには教育本質論のい

ずれにも不案内な私が、時々に会計教育に係る問題を提起し、会計教育研究の必要性を唱えて

きた。松尾聿正教授のご退任記念号の発刊にあたり、私自身の試行錯誤を整理してみようと思

った次第である。

　その私にとっての最近の悩みは学習者の姿勢の変化である。すなわち、学習者の側において

「一を聞いて十を知る」能動的な学習姿勢が後退し、「十を聞いて一を知る」受動的姿勢が一般
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化してきたように思う1）。したがって、学習の到達度を一定とすれば学習期間の長期化が必要に

なり、学習の期間を一定とすれば学習の到達度が下がることになる。「勉強は自分でするもの」2）

と学生を突き放すのは容易であるが、受動的な学習姿勢が今日のように一般化すると、たとえ

教育者の間で教育観がどれほど違っていても、教育の効率化に目を向けざるを得ない状況にな

っているように思えてならない。受動的で真剣味の足りない学習姿勢の学生に対して教育効果

が感じられないと実感するたびに、教育の経済性、有効性そして効率性を追求すべきなのだろ

うと思うのである。

　本稿で取り上げる内容はかつて報告し、その後文字にしたものが多い。しかし、それらを一

度にまとめて整理する試みは今後の研究にとって無意味なものではないと考えている。

1　簿記教育における実験的アプローチの再評価

（ 1）実験代替的な試み―柴健次・徳賀芳弘・木本圭一（2000）

①　当時の関心と着想

　簿記の教育効果を論じていた我々は、簿記の初学者が理解困難と考える事項とその原因を明

らかにするために、実験経済学で用いる実験的アプローチに着目した。実験経済学にならいラ

ボラトリにおいて疑似取引を実行させる実験が可能かどうか検討したところ、我々の要求を単

純なゲームで表現することができなかった。つまり被験者に対して謝金による金銭的動機を与

えて現実社会を再現するという実験経済学の手法では簿記初学者が遭遇する難所の発見は覚束

ないと結論付けた。そこで、代替的手法として②に示す「簿記適性試験」を採用した3）。

②　研究の方法と結論

　簿記の既修学者と未修学者とでは「ある出来事」に対して異なる反応を示すかも知れない。

そこで、簿記の未修学者にも理解可能な一般的な出来事を試験問題の題材として出題し、既修

学者と未修学者の正解率の差を分析し、未修学者にとって理解困難な事項を推定するという方

法が有効かも知れない。そのように考えて「簿記適性試験」と称する実験問題を作成した。

 1 ） 「一を聞いて十を知る」になぞらえて「十を聞いて一を知る」と表現しているが、これは、貪欲に学ぼう
としないという待ちの姿勢のみならず、インターネット検索の誤用とも思える「お手軽に情報を拾い集め
る」、すなわち講義を聞き流すという軽い姿勢も含まれる。

 2 ） このように突き放すことができるのは学生が能動的な学習姿勢で取り組むことを前提としている。この
前提が崩れるとき、この表現は教師の無責任を示す言葉となりうる。

 3 ） 我々の試みは、柴健次・徳賀芳弘・木本圭一報告「簿記教育における実験的アプローチ」（日本簿記学会
第15回関西部会自由論題報告、2000年 5 月13日、香川大学）として公にした（報告要旨は『日本簿記学会
年報』第16号、2001年に所収）。この試みの全貌を記載した論文は本節の対象である柴健次・徳賀芳弘・木
本圭一（2000）である。この実験的アプローチの改良版が次節の対象である日本簿記学会簿記教育研究部
会（2002）で示される。
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　1999年 4 月に関西大学と関西学院大学で事前実験を実施した。被験者は165名である。つぎに

事前実験での反省を踏まえ、1999年10月に九州大学で本実験を実施した。被験者は228名であ

る。ついで、本実験の結果と比較するために、2000年 4 月に関西大学で事後実験を実施した。

被験者は59名である。以上、1年かけた 3回の実験で総数452名の学生の参加を得てラボラトリ

実験を行った。

　詳細は論文に譲り、結論だけを示しておく。我々の仮説は、簿記の未修学者は、a）現金主義

的に認識する、b）物的実在物のみをストックとして認識し、債権債務を財産として認識しな

い、c）ストックの価値変動を認識しないというものであった。しかし実験によってこれら 3点

の予測は悉く否定された。反面、原価評価・実現認識といった考えは簿記教育によってはじめ

て身に付いた考え方であると確認できた。更に、簿記の未修学者は、貸借二重分類を基礎とす

る連携の概念が理解困難であるとの重要な結論が得られた。

③　研究の再評価

　実施した簿記適性試験には難点もあるが、この教室実験のアプローチは問題の所在を発見す

る方法として有効であると考えている。このアプローチでは未修学者が高い正解率を上げる問

題と、未修学者と既修学者とで正解率に大きな差異（未修学者の正解率が低い）が出る問題に

注目する必要がある。前者については、簿記を学ぶ以前の社会生活で身についている知識の確

認に有効であり、後者については、簿記を学ぶことによって身についた知識の確認に有効であ

る。ただし、批判される点として、簿記適正試験の作問しだいで得られる結論が大きく振れる

可能性がある。そのためこのアプローチに関しては良い問題とは何かの研究が必要となる。

（ 2）日本簿記学会簿記教育研究部会（2002）の研究の再評価

①　当時の関心と着想

　簿記教育における実験的アプローチを展開するために、賛同者を募り、日本簿記学会におい

て簿記教育研究部会「簿記教育における実験的アプローチの有効性」（部会長柴健次）を設置し

た4）。最終報告書（日本簿記学会簿記教育研究部会（2002））が総括しているように、本部会は、

柴健次・徳賀芳弘・木本圭一（2000）のような方法では簿記教育上の問題を析出できないとの

結論に至り、実験的アプローチの内容を修正した5）。

　その修正アプローチを「認識の正誤アプローチ」と命名した。従来の研究では、A「教員か

ら見て学生が理解困難だと思っている学習項目や簿記の基本的考え方」とB「学生が理解困難

 4 ） 部会の構成員は柴健次部会長、徳賀芳弘副部会長、木本圭一副部会長、岡田依里、岸川公紀、坂上学、
島本克彦、高須教夫、中島捻哲、中野常男、福浦幾巳であり、藤澤等研究協力が加わった。

 5 ） すでに（1）③で述べたように個人的には柴健次・徳賀芳弘・木本圭一（2000）のアプローチも有効性を
保っていると考えている。
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だと思っている学習項目や簿記の基本的考え方」については、意識されて議論されている。し

かしながら、我々は、「学生が理解困難」との認識に誤りがある可能性を重視した。その結果、

C「真に理解困難な学習項目や簿記の基本的考え方」の存在を仮定した。AやBはアンケートに

より確認できるが、Cについては試験によって確認することにした。

　これらA、B、Cをベン図に示すと、A∩B∩Cは「教員と学生が共に理解困難と考えてお

り、かつ真に理解が困難な項目や考え方」であるから、誰もが解決すべき第一の課題と考える

であろう。しかし、「実際には理解困難であるのに、教員と学生が共に理解困難でないと誤解し

ている項目や考え方」、「実際には理解困難ではないが、教員と学生が共に理解困難だと誤解し

ている項目や考え方」、「教員が理解困難と考えているにも拘わらず、学生は理解困難と考えて

いない項目や考え方」、更には「学生が理解困難と考えているにも拘わらず、教員は理解困難と

考えていない項目や考え方」については、これまで余り関心が寄せられてこなかったように思

われる。「認識の正誤」アプローチの最大の特徴がこれら未認識の課題の特定が可能な点にある

と考える。

図表 1　認識のずれ

②　研究の方法と結論

　我々の採用したアプローチは多段階の作業から成る。第一にベン図のAとBを明らかにする

必要がある。Aについてはアンケート『教える側から見た簿記教育の問題点』を実施した。学

会員全員にアンケート用紙を送るほかWebによる回答も受け付けた。結果として127名からの

回答を得た。Bについてはアンケート『学ぶ側から見た簿記教育の問題点』を実施し、高校生

133名、大学生145名の合計278名からの回答を得た。

　第二にベン図のCを確認するために「認識の正誤を確かめるための試験」を実施した。九州

産業大学243名、佐賀大学151名、西南学院大学93名、中村学園大学239名の大学生726名、小野

高校37名、鳥栖商業高校37名、姫路商業高校43名の高校生117名、総数843名の学生・生徒の協

力を得て、その試験結果をデータとして入手した。
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　以上のアンケートの回答や試験結果のデータをどのように分析し、どういう結果及びインプ

リケーションが得られたかについては最終報告書に譲ることとし、同書「結章　評価と展望」

の「第 1　本研究の評価」（評価者は研究員である高須教夫・中野常男なので自己評価の性格を

有する）から重要部分を引用しておく。

　すなわち、「そして、かかる解釈に従うとすれば、「貸借二重記帳」をめぐる問題が簿記教育

上における「真に理解困難な考え方」の 1つの候補ではないかと思われるのである。言い換え

ると、複式簿記が情報処理方法として採用している「貸借二重記帳」というシステム自体が、

初学者を困惑させるような多くの仮定や前提に基づいて行われているといえる。その限りから

いえば、複式簿記システムは「事実」（リアリティ）を「会計事実」（バーチャル・リアリティ）

に変換するシステムであるといえるのである。その意味で、このことは、簿記教育の「反復練

習」の有効性と、その一方で、「反復練習」のもつ問題性をあきらかにすることになるといえる

のである。」と6）。

③　研究の再評価

　本研究の特徴をなす「認識の正誤アプローチ」は前節で紹介した実験的アプローチの修正版

として採用したものであった。その結果、「真に理解困難な考え方」の 1つとして貸借二重記帳

の存在を確認できた。この困難性は教授法・学習法しだいで解消できる可能性も確認できた。

　本研究のアプローチの着想はユニークでありその有効性は失われていない。これを再適用す

る意義は認められるが、実施するには再度大規模な研究集団を結成することが必須である。同

じ手法の再検証は不要であり、貸借二重記帳の理解困難性の解消のために反復練習等の有効性

を研究した方が生産的であると良いと割り切るならば、教育工学的なアプローチを採用して研

究を進展させればよい。

2　簿記教育の実践における試行錯誤

（ 1）教室学習と教室外での学習支援の試み

①　教室学習を補完する電子学習の試み

　日本簿記学会簿記教育研究部会（2002）がきっかけとなり福浦教授と機会あるごとに簿記教

 6 ） 日本簿記学会簿記教育研究部会（2002）58頁。なお、ここでの評価が次の研究のトリガーとなり、2004
年度から2005年度の 2年間に及ぶ日本会計研究学会スタディ・グループ「複式簿記システムの構造と機能
に関する研究」（主査中野常男）につながっていく。この研究も本稿で取り上げたいが大部につき割愛した。
当スタディ・グループの最終報告書の市販本である中野常男（2007）を参照されたい。最終報告書は、第
Ⅰ部　複式簿記の構造と機能―歴史的観点から―、第Ⅱ部　現在簿記―「質問票調査」から見た学界人の
複式簿記観―、第Ⅲ部　過去簿記と未来簿記―複式簿記：過去からの継承と未来への展開―、という構成
になっている。
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育の手法について議論を重ねてきた。議論の焦点は、教室学習（c-learning）と電子学習

（e-learning）の有機的な結合の方法であった。

　関西大学における教育環境を例にとろう。パソコンが設置されそこから学外へインターネッ

ト接続が可能となる教室がある。その環境が整っていない教室でも、パソコンとプロジェクタ

が完備しており、教員による授業や学生による報告に際して、パワー・ポイントやエクセルの

利用が一般化してきた。また、学内のWEBベースの教育インフラ・システムとして、学生向

けのインフォメーション・システムや授業支援システム及びCEASと略称される授業支援型

e-learning システム7）がある。これらにより、教室での講義を補完する機能が充実してきた。す

なわち、講義前に講義資料を事前配信すること、講義後にビデオ配信された講義を再視聴する

こと8）、メールや掲示板により教員と学生の間で質疑応答が可能になったこと、レポートや試験

の出題とその回収がインターネットで行われうるようになったことなどである。

　私は、関西大学商学部において、CEASを併用する講義を試行してきた9）。経験では、e-learning

の単独利用では学習効果を十分にあげることは難しく、教室学習とうまく連動させる方が効果

的である。ただし、暗記すべき客観的知識の確認テストや、各種試験の過去問題や模擬問題に

よるテストにはe-learningの単独利用は有効であると考える。学習の進捗度を確認する達成度

テストも有効であろう。このようにe-learningの二つの異なる有効性を検証する必要がある。

②　福浦・柴モデルによる教材提示改善の試み

　福浦教授との議論の成果の一つに精算表による簿記処理の見える化ないし一覧化がある。教

授は「ヨーイ・ドン簿記」というe-learning教材を開発し、それを使って学習効果を高めてお

られた10）。教授の教材提示には、簿記一巡の手続きにおける全過程が相互にリンクが貼られてお

りクリックを繰り返すごとに一巡の手続きを確認できるという特徴がある。教授の教材に多欄

式精算表（学習用の典型的な精算表に期中取引など必要なだけ欄を増やしたもの）をドッキン

グすればよいという考えに至ったのである。

 7 ） http://www.atl.kansai-u.ac.jp/top10/index.php　（「関西大学教えと学び連関室＆CEAS」のホームペー
ジ）を参照。

 8 ） 関西大学大学院会計研究科では基本科目のすべてと若干の科目につき講義が録画されCEASにより配信
されている。学生にとっては復習の機会を、教員にとってはピア・レビューの機会を提供している。

 9 ） 私の経験は以下に収録されている。柴健次、富田匠、壇寛成、冬木正彦「CEASと連動する簿記コース
ウェアの改良とそれを用いた教育実践例について」『平成18年度（最終年度）関西大学現代GP成果報告書　
進化するe-Learningの展開　～授業と学習の統合的支援および教授法と学習コンテンツの共有化』平成19
年（2007年） 3月。

10）  日本簿記学会簿記教育研究部会（2002）の51頁から55頁参照。
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A　福浦教授による簿記一巡の手続きの教材提示の表紙

　この表紙（目次）をクリックすると伝統的な帳簿に移動する。帳簿間での移動も随時可能。

図表 2　福浦氏作成の簿記一巡の手続きを図解した電子式表紙

B　Aと連動させる多欄式精算表のイメージ

　Aで取引を設定し、仕訳を入れると以下の精算表が連動する仕組み。柴健次（2007）では、

これを「精算表形式による一覧性簿記」と称した。

図表 3　多欄式精算表

期
首
開
始
残
高

再
振
替
仕
訳

期
中
取
引
1

期
中
取
引
2

合
計
試
算
表

残
高
試
算
表

期
末
整
理
事
項

整
理
後
試
算
表

損
益
計
算
書

貸
借
対
照
表

必須 任意 必要数だけ 必須 任意 必須 任意 必須 必須

　関西大学大学院会計研究科が正規課目外で外部組織に提供したスポットの講義11）において、

受講者である簿記未修学者のSEからは、短時間の講義で貸借二重記帳について十分に理解で

きたわけではないが、エクセルによる横長の多欄式精算表により簿記という情報処理の過程が

良く理解できたとの評価を得た。私は貸借二重記帳の理解に重点を置いて講義したのだが、予

想に反して、彼らは情報が加工される流れに関心を抱いていた。参加したSE達は会社経理シ

ステムの開発に従事するということであった。

11）  2006年 7 月27日に行われた住友電工情報システムのSEに対する講義。
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（ 2）教室学習における教授改善

①　仕訳主義の功罪

　教室講義における悩みの一つに仕訳偏重による教育効果の減退の問題がある。学習者が複式

簿記の仕組みを完全に理解していれば、教授者が簿記語としての仕訳で取引の要点を説明して

も問題ない。しかし、少なくとも私の経験では、仕訳主義の講義はあまり効果があるとは考え

られない。パターン化された仕訳問題を出題すると高得点をあげる受講生が、パターンから外

れた計算問題として出題すると低い得点しか出せないという苦い経験がある。そこで、教育の

効率性を追求するにしても、以下のように複眼的に検討する必要がありそうである。

　仕訳主義が学習の非効率を引き起こすかどうかという問題は初級簿記ではあまり遭遇しない。

初級簿記では複式簿記の構造を理解させることが重要な目的であるため、複式簿記が分かった

上での仕訳主義はそもそも成立しないからである。ところが、中級簿記から上級簿記と進むに

つれて、対象とする取引と関連する会計基準が複雑になり、理解すべき項目が膨大となるので、

教授に必要な時間数が相対的に少なくなる。そこで、教授者は教授の効率性を重視していきお

い仕訳主義に走ることになる。その際、学習の非効率を引き起こすと、教師はジレンマに陥る。

その原因は、教授の失敗か、学習の失敗か、その合成であるのだが、往々にして自身の教授の

失敗を疑うからである。しかし。その原因解明においては、教授については、会計基準の説明

にとどまらず取引内容を十分に理解させえたかどうか、学習については、学習者の受講条件と

して、複式簿記の知識が完全であるかどうかの確認が必要に思える。

②　総合問題を作成させる試み

　仕訳主義の失敗から反省して個人的に実践してきたことは、初級簿記から上級簿記に至るま

で通用する方法であるが、学生に総合問題を作らせることである。初級簿記において最初に作

成する総合問題は以下のようなものである。

問題

　以下の文中におけるカッコを埋めて問題を完成させ、関連するすべての帳簿等と財務諸表を作成しなさい。

　　取引 1　現金（　　）円を元入れして会社を設立した。

　　取引 2　元入れした現金全額を支出して商品を購入した。

　　取引 3　仕入れた商品すべてを（　　）円で現金販売した。

　本問において、すべての帳簿等とは仕訳帳、総勘定元帳、現金出納帳、商品有高帳、合計試算表、残高

試算表、精算表を指す。

　この最初の総合問題に慣れれば、取引を10個、あるいは30個と徐々に増やせばよい。ある程

度慣れれば、基本的な取引すべてを含む基準問題を作成させる。そして、例えば、退職給付会

計を学ぶ際には、退職給付関連の取引と関連する期末の決算整理のみを基準問題に追加させる。
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その単元が終われば再び基準問題に戻して考えさせる。次の単元では、新規取引とそれに関連

する期末の決算整理のみを基準問題に追加させる。これを繰り返し実行させる。可能なら以上

のすべてを学生にさせる。そして、総合問題の作成の際には、あわせて正解を用意させること

も重要である。

　この方式は、要するに、商業高校で一般的に採用している記帳例題による学習と似ていて、

学習者自身に作問と解答の双方を行わせる練習である。その目的は、簿記一巡の手続きを理解

させることと、どの過程で数字が変わると財務諸表にどういう影響が出るかの感覚を養わせる

ことにあり、本節②に対応する効率的学習の事例といえる。この方式の代替案としては、他者

が作成した総合問題を数多く解かせることである。良問として大学入試センターの簿記の第 3

問を推奨できる。

3　会計教育論への関心の高まりと日本会計研究学会の設立

　私自身、簿記教育における試行錯誤が先行したのに対して、会計教育の試みは遅れた。明確

な基点はないが、会計教育の試みは、本学商学研究科において専門職コースを創設するに際し

て研究者コースとの峻別を検討したこと、また本学会計研究科の設置に際して設置趣意書を作

成するに当たり教育理念やカリキュラムを検討したことがきっかけとなったことは間違いない。

加えて、高大連携において、商業高校と大学教育の接続を検討する必要に迫られたこと、公会

計の普及に関連して公務員に対する会計教育の必要性を意識し始めたことなどが重なっている。

いずれもここ 7・ 8年のことである。

（ 1）『企業会計』の連載

　会計教育に関する関心の高まりの動機の複合性はすでに述べたとおりである。当時、藤永弘

（2004）など先行研究はあったものの、自分自身で論点を整理する必要を感じていた私は、2007

年 6 月より、中央経済社の『企業会計』誌に「シリーズ会計教育の現代的課題」を連載する機

会を得た12）。このシリーズの意義に賛同していただいた先生方から執筆の同意が得られた。そこ

でシリーズの骨格が以下のように決まった。

　第 1回（2007年 6 月）　柴　　健次「いまなぜ会計教育研究の本格化が必要か」

　第 2回（2007年 7 月）　平松　一夫「会計リテラシーの向上に向けて」

　第 3回（2007年 8 月）　松本　敏史「大学教育の現場における会計教育の課題」

　第 4回（2007年 9 月）　伊藤進一郎「企業における会計教育の論点整理」

12）  柴健次責任編集「シリーズ会計教育の現代的課題」『企業会計』第 1回（第59巻第 6号、2007年 6 月）か
ら第10回（第60巻第 3号、2008年 3 月）。第 9回に総括として柴健次「教育方法論の確立に向けた提案」を、
第10回に座談会「会計教育研究の発展を目指して」を収録している。
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　第 5回（2007年10月）　大塚　宗春「公共経営の現場における会計教育の課題」

　第 6回（2007年11月）　佐藤　信彦「会計大学院の現場における会計教育の課題」

　第 7回（2007年12月）　島本　克彦「高校教育の現場における会計教育の課題」

　第 8回（2008年 1 月）　福浦　幾巳「ICT化の進展を背景とした会計教育の課題」

　第 9回（2008年 2 月）　柴　　健次「教育方法論の確立に向けた提案」

　第10回（2008年 3 月）　座　談　会「会計教育研究の発展を目指して」泉宏之、堀江正之

ここで各回の議論を詳細に披露したいがそれは適わない。そこで、第 9回の拙稿でそれ以前の

議論を要約しているので、その要約をここに図表 4として再掲したい。

図表 4　問題と課題の所在

教育現場 教育目標 教育方法 教育内容 教育環境

職　
　

場　
　

教　
　

育

公
共
部
門
▼
大
塚
氏

問　
　

題

　公共部門は多様
だが、会計の観点
からみると、政府
会計型組織と企業
会計型組織があ
る。とりわけ政府
会計型組織におい
て財政法と会計法
に従って仕事をし
てきた公共部門職
員に、民間企業会
計は別世界のもの
であった。

　公共部門の企業
会計型組織につい
てはその非営利性
や特殊性を考慮し
た会計基準が設定
され、政府型会計
組織においても歳
入・歳出等の数値
から企業会計型財
務書類が求められ
るようになってき
た。これらの環境
変化に十分に対応
できていない。

　政府会計型組織
と企業会計型組織
の双方を検査する
会計検査院では、
必修研修、選択研
修、特別研修など
において政府会計
と企業会計の双方
が教えられてお
り、会計大学院へ
の派遣もある。

　左の研修では、
必修研修で勤務の
段階を追って財政
法・会計法等法
令、簿記、財務諸
表論、会計制度、
ケーススタディ等
が、選択・選択研
修では企業会計型
組織の会計が、選
択研修では商業簿
記と工業簿記が教
えられている。

　左の教育方法・
教育内容は会計検
査院のものである
が、公共部門一般
に発生主義へ移行
が求められている
今日、どの政府部
門であれ会計に強
い職員を増やすこ
とが急務である。
　公共部門におい
てその効率的運営
の為にも管理会計
の重要性を意識し
て活用することが
必要である。

課　

題

会計検査院は会計教育に熱心であることは当然だとしても、公共部門のあらゆる組織において会
計の重要性が高まっていることから、会計教育を考える必要がある。会計大学院、管理会計、公
認会計士の積極的な活用が課題として上げられる。

民
間
企
業
▼
伊
藤
氏

問　
　

題

　会計不祥事を含
めて、品質・談合
等企業不祥事が頻
発していることが
大きな問題となっ
ているが、とりも
なおさずコーポレ
ート・ガバナンス
が確立できていな
いことが問題であ
る。

　実例として、松下電器産業は「経理の乱れは経営の乱
れ」を理念として掲げている。その理念のもとで、同社
は経理社員制度（本社経理の立場と事業部長補佐の立場
を兼ねる）を採用しており、その人事権をCFOが握って
いる。そのために、基礎実務、専門スキル育成、責任者
育成の 3研修が用意されている。
　住友電気工業では人材育成と統制環境整備の観点から
全社的教育機構として「SEIユニバーシティ」を設立し、
経営幹部、実践・専門コース・基礎の 3 コースを置いて
いる。
　どの企業とも会計教育は経営の一貫であり、時にはノ
ウハウである。

　企業不祥事の原
因である経営者の
暴走を防げるかど
うかが、世間から
企業に向けられた
厳しい課題であ
る。

課　

題

提言：①高校から早期に会計教育を充実させ大学専門教育、大学院教育を充実させよ。②日常の
講義の中で積極的に会計倫理を指導せよ。③会計士予備層を拡大せよ。④企業において会計士予
備層を活用せよ。⑤国際的会計人を養成せよ。
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教育現場 教育目標 教育方法 教育内容 教育環境

学　
　

校　
　

教　
　

育

会
計
大
学
院
▼
佐
藤
氏

問　
　

題

　会計大学院では
公認会計士をめざ
す学生と、公認会
計士以外の進路
（学者、民間会社
等）を目指す人が
いる。後者に対す
る支援体制は十分
とはいえないこと
から学生の不安や
不満の原因ともな
っている。また、
会計に関する学生
間の学力差が大き
い。

　従来の公認会計
士の育成に関して
は計算だけができ
る知識偏重型の人
材が多数輩出され
たこととビジネス
倫理（会計倫理）
の欠如が問題視さ
れてきた。

　従来からの理論
教育と新たな実務
教育を適切に配合
したカリキュラム
を提供することに
より、知識偏重を
避け、考える力を
身につけさせる方
法が採用される。
　職業教育の充実
の為インターンシッ
プが求められるが、
守秘義務の問題も
あり十分とはいえ
ない状態である。

明治大学の例で
は、財務会計・国
際会計・管理会計
など 8系列のそれ
ぞれに基本科目・
発展科目・応用実
践科目が配置され
ている。ここでの
問題は公認会計士
の受験対策の為の
学習内容とズレが
生ずることであ
る。これが学生の
不満を引き起こ
す。

　会計大学院の教
育理念と公認会計
士制度の改革（考
える能力を問う試
験）に異を唱える
ものはいないの
に、諸々の原因で
会計大学院に受験
シフトを期待する
声もある。

課　

題

　法科大学院と同
様に既習者と未習
者（初学者）を区
別して、後者用に
3年コースを設置
することがのぞま
しい。

　会計大学院は
「職業的専門家と
しての資質と専門
的な見識を備えた
人物の育成」を課
題とする。

　守秘義務の問題
をクリアしてイン
ターンシップ制度
を確立することが
重要である。

理路整然と思考
し、専門用語や概
念を適切に使用し
て説明できる事を
問える考える問題
が試験委員に要請
されている。

　会計大学院制度
を失敗させてはな
らない。会計大学
院の理念を理解す
る専門学校との協
力が欠かせない。

大
学
▼
松
本
氏

問　
　

題

　大学教師は自主
性を制約されるこ
とを嫌うので教育
目標の設定が難し
い。しかしながら
GPA の普及によ
り成績の評価基準
の相違が問題視さ
れるなど環境が変
わりつつある。ま
た複数担当の同一
科目の授業内容の
標準化がなされて
いないことも問題
視される。

　学生から①研究
者養成、②ビジネ
スマン養成、③教
養、④資格取得と
いう期待がありカ
リキュラムは多様
（*）だが①～④の
理念と目標が明確
にされていない。
（*かつては①が中
心で、現在は②が
中心か？）

　右の②ビジネス
マン養成を重視す
れば 1年次に簿記
を必修にするのが
常識だが、これが
普通科高校出身学
生の会計嫌いを生
んでいる（簿記を
選択化するか、簿
記を一層徹底教育
するか）。
　パワーポイント
（PP）の多用は学
生の理解力を落と
している

　実務会計ではコ
ンピュータが常識
だが、そこへの誘
導が欠けている。
　XBRLの一般化
に備えた対応が遅
れている。
　

　実力を測定する
為の検定試験と、
職業につながる資
格試験は大きく内
容が異なる。前者
の簿記検定やビジ
ネス会計検定は学
習促進効果があ
る。しかし、後者
の税理士試験や公
認会計士試験と大
学教育の折り合い
が悪い。

課　

題

　教育目標の明確
化と基本科目につ
いての授業内容の
標準化

　会計嫌いを生ま
ないカリキュラム
編成
　効果のでるPP

　コンピュータ簿
記やXBRLのカリ
キュラムでの対応

　大学教育と受験
教育の共生を模索
すべきである。

商
業
高
校
▼
島
本
氏

問　
　

題

　高等学校の生徒
の学力低下が著し
い。
　商業高校につい
て言えば、大学進
学との関連で推薦
入試の条件となる
資格の取得に力点
が置かれる。他
方、最近の不祥事
等に伴い会計のイ
メージが悪いこと
や、そもそも小学

　学習指導要領で
各教科・科目の目
標が定められてい
るが、教師が簿
記・会計の目標を
理解し、それを念
頭に置いて授業し
ているかどうか疑
問である。
　更に、行政担当
者がビジネス教
育・会計教育の目
標をどのように理

　基本的に学習指
導要領に従うが、
大学進学等との関
係もあり、検定取
得が重視される
（エスカレートす
る）という傾向が
ある。
　その結果とし
て、検定不合格者
がその後に学習意
欲をなくすという
弊害や、検定合格

　検定の弊害が左
で指摘されている
が、学習指導要領
の範囲内であって
も、現在の高校生
の学力等を考慮す
れば、検定シフト
も影響して理解力
を超えた学習内容
になっていると考
えられる。

　大学や大学院で
は普及している
ICT化を取り込ん
だ教育（インター
ネット、e ラーニ
ング、パワーポイ
ント等）は高校の
教育現場ではあま
り普及していな
い。これがないに
も関わらず書いて
覚える学習姿勢が
最近はなくなって
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校・中学校の教師
がビジネス（特に
会計）に関心が薄
いことから、小さ
い頃からビジネス
や会計に関心を寄
せる環境が整って
いない。その狭間
に商業高校教育が
ある。

解しているか明ら
かではない。

者でも学習内容の
表面的理解で終わ
る可能性もある。
　その結果、検定
以外の範囲を説明
しないか、検定が
なければ授業を行
えない教師を生ん
でいる。

きている。それだ
けにICT化が高校
に及んだときには
より一層の心配も
ある。

課　

題

　商業高校と大学
の棲み分け・連携
を考える必要があ
る。

　学習指導要領に
ついて理解を深
め、教育目標を明
らかのする必要が
ある。

　検定中心ではな
い教育方法も考え
る必要がある。

　高校では 3級レ
ベル内容を学習さ
せ、それ以上は大
学等へ任せるとい
った連携を考えて
はどうか。

　書かせる教育、
教科書の見直しも
必要ではないか。

教育の現場、目標、方法、内容、環境にとらわれない自由な提言

教
育
の
場
に
限
定
さ
れ
な
い
議
論

リ
テ
ラ
シ
ー

▼
平
松
氏

　会計リテラシー（国民誰もが知っておくべきことの一つとしての会計教育）を推進する為に必
要な事項は、①普通高校において、会計リテラシー教育を実施するための活動を推進する、②大
学において、会計教育のさらなる充実、及び検定試験の活用を推進する、③学会において、理論
研究と並ぶ柱として会計教育に関連する研究を推進する、④日本学術会議において、会計リテラ
シー教育を実現させるための政策提言にむけて活動を推進する。

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化

▼
福
浦
氏

　ICT化はそれ自体として論じるのではなくて、伝統的な教科教育の観点から論ずるべきである。

会
計
環
境
の
変
化

▼
柴

　本連載企画の冒頭に示した諸課題は、①市場化とグローバル化が進展してきたことから、教育
の国際的標準化が求められる時代になってきたことからこれへの対応が必要であること、②コン
ピュータによるブラック・ボックス化に対応した教育改善が必要である、③XBRLの発達による
情報の信頼性に関連してその教育内容を考える必要がある、④公共部門に広がる会計教育需要に
対応する教育の供給が必要である、⑤教育機会の増大と会計大学院の利用にもっと積極的に取り
組む必要がある。

　以上のような諸課題をどのように考えるかについては基本的な教育観に立ち戻って議論する

必要がある。福浦氏と私は何度もこのことについて議論していたが、連載の 8回目で福浦氏が

2 つの主義を提示し、私が連載の 9 回目に再掲した（以下の図表 5 ）。その上で応用表（図表

6）を作成した。

　教化主義と構成主義のいずれが望ましいかは議論のあるところである。教授の経済性を重視

すれば教化主義に傾き、学習の有効性を重視すれば構成主義に傾くように思える。仕訳主義の

功罪に関連して、教育効果の複眼的検討の必要性を主張したように、教育の根本思想であるこ

の 2つの主義については常に議論をする必要がありそうである。
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図表 5　福浦氏の提示された教化主義と構成主義の対比表

知識と習得に
関する理論 教化主義（Instructivism） 構成主義（Constructivism）

理論の特徴 授業は、客観的な知識の体系を順序立て
て伝達するものであり、客観テストによ
り学習したか判定する（形式主義・普遍
主義）。

学習とは、意味の探求であり、学習者個々人の意
志、経験、認知を通して形成される。したがって、
学習とは、客観的事実を記憶することではない（経
験主義・個別主義）。

教育者の立場 客観的な知識を体系的に伝達し、記憶さ
せる主体の役割。

学習者の知識創造をサポートするファシリテータ
ーの役割。

学習者の立場 教化（instruction）された知識を受動的
に記憶する客体。

自ら問題となること、課題となることを考え、そ
れを解決していく経験を通して、理解のネットワ
ークをより有機的に深めていく能動的主体。

学習の評価方法 画一的に記憶を客観テストにより評価。 学習者個別の理解の進捗度を評価。
ICTの役割 教化された客観的知識の理解・伝達をさ

せるための一手段。
教育者は、学習者の理解度に応じて、優れた情報
蓄積（データベース）機能と双方向性によって、
学習者の理解にどのような点が問題であるのか、
何に疑問を感じているのかなどをきめこまかく把
握し、対応するためにICTを手段として利用。

　図表 4では連載に執筆いただいた諸先生が提起された課題を要約して示している。図表 5で

は 2つの教育観を対比させている。これらを総合すると、異なる環境に置かれた教育現場でそ

れぞれ固有のジレンマが生じるように思う。それを要約して示したのが図表 6である。

図表 6　会計教育にかかるジレンマ

知識と習得に
関する理論 教化主義（Instructivism） 構成主義（Constructivism）

どの現場がどの
主義を採用して
いるか

初等・中等教育機関における教育に典型。
最近は、大学の教育にもこのタイプが求
められる傾向にある（GPA、第三者評価）。

研究者養成の大学院教育（指導教授制）、かつての
大学学部教育、各種の内弟子制度（職人教育等）。

企業のジレンマ 経営には理念の共有が必要であるのでこ
の主義による教育は有効であり、多くの
企業で実践してきた。

仕事の現場ではいわば構成主義による教育成果が
暗黙知として共有されてきたが、考えない新入社
員が多くなると暗黙知の教化プログラムが必要に
なる。

政府部門のジレ
ンマ

伝統的な公務員教育になじんだ職員にと
ってはコペルニクス的転回が求められる。
簿記や会計の研修が必要となろう。

ある意味で教化主義で育った職員に、構成主義の
教育を施さなければ、効率的行政はおぼつかない。

会計大学院のジ
レンマ

公認会計士試験に合格するための受験勉
強に特化する観点から学生が求めがちな
主義であり、専門学校に優位性がある。

社会から求められ、会計大学院が掲げる教育理念
にあっている。

大学教育・研究
大学院教育のジ
レンマ

社会的要請として提供する内容の標準化
が求められるが、多くの大学教師は、構
成主義で育ってきているので、教化主義
の教育に慣れていない。

教化主義で育った教授が多くなると、構成主義を
実践できないので考える能力を持った後進を育て
られなくなる。

高等学校のジレ
ンマ

大学入試と検定試験対策のために合致し
ている。

それが行過ぎると大学の教育現場に構成主義を受
け入れらない学生を供給することになる。

PPのジレンマ パワーポイントの魅力あるスライドは好
評だとしても、学生の思考能力を減退さ
せている。

学生の思考能力を高めるためには、PPの技術的完
成度を低くし、穴埋めなど学生に思考させる工夫
が必要である。
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ICTのジレンマ インターネット配信でいつでもどこでも
標準化された講義を受けられるようにな
ると、学生はいままで以上に積極的受講
するだろうか。

同様に、構成主義を実現するためには、双方向性
を確保する必要があるから相当の工夫が必要があ
り、その工夫がないと効果を期待できない。

　以上の結果、私は過去 8回の議論を要約し、教育方法論の確立に向けた提案を行った13）。

提案 1　教育問題のジレンマが教えることは、教育目標、教育方法、教育内容の間で整合

性をとる必要があるということだから、学習者の目的に合わせた教育を提供するか、同じ

ことだが、提供される教育に合致する学習者を選抜するかが重要となる。これが可能とな

るためには、教化主義が相応しい学習者（学習目的）と構成主義が相応しい学習者（学習

目的）を見極めることが必要であり、これに関する知見を教師間で交換する必要がある。

そのための場を設ける必要がある。

提案 2　教化主義の定義から、教授方法や教授内容の標準化が可能であり、また学習効果

の測定が容易となる。よって教化主義に基づく教育を行う領域については、教授方法、教

授内容および成績の評価基準の標準化をはかり、学習者の成績（教育効果または学習効果）

を科目間、担当者間、学習者間で比較分析をおこない、そこからの知見を交換し合う必要

がある。そのための手法の一つはGPAかも知れないが成績評価の機械的数量化には限界が

あるので、教科・科目別に教育効果（学習効果）を測定しうる方法を開発して、その方法

をめぐって意見交換できる場が必要である。提案 1も提案 2もリアルな場でなくてもバー

チャルな場でもよい。

提案 3　構成主義の定義から、教授方法や教授内容の標準化が困難であり、また学習効果

の測定も困難である。しかし、この教育方法による学習効果は学習者自身が肌でもって感

じ取ることのできるものであるから、学習者による授業評価や学習者一人ひとりに合わせ

た課題のできばえによって学習効果は間接的に測られる。そうした経験をやはり交換する

ことが重要である。

提案 4 　提案 1 から提案 3 までの実務経験は相互に意見交換しあうなり実態分析を経て

我々教員の共通財産になる。会計教育においてその程度まで準備が整うと、いよいよ教育

方法論の開発が可能になる。

13）  柴健次「教育方法論の確立に向けた提案」（シリーズ会計教育の現代的課題　第 9回）『企業会計』（第60
巻第 2号、2008年 2 月）。
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　連載の最終回に会計教育に熱心な泉宏之教授と堀江正之教授をお招きして 3人で座談会を行

った。そこでは福浦教授が提示された二つの主義（教化主義と構成主義）と先生が理想として

描く教育と学生が授業に対して描いているイメージの期待ギャップを手がかりに議論をはじめ、

その具体的な期待ギャップ、学生による授業評価、期待ギャップ、教化主義と構成主義、そし

て教育研究の必要性を熱く語っていただいた14）。

（ 2）　日本会計教育学会の設立

　前節で披露した『企業会計』誌における私の提言はほどなく実現することになる。会計教育

は教育者にとっては日常の仕事であり、会計教育について自己の経験を披露しあうだけでは研

究とはなりえないとの冷めた見方もある中で、会計教育を重要な研究課題として取り組む学会

の必要性が徐々に認識され始めた。そして、2009年 2 月10日に藤永弘氏を会長とする日本会計

教育学会が設立された15）。新学会が抱える問題を一般化すれば、同様の課題を抱えている「経営

リテラシー」の教育問題16）と歩調を揃える「会計リテラシー」の教育問題に帰着する。

　藤永会長は、設立趣旨を次のようにまとめられた。現下の会計教育の現状を的確にとらえて

いると思われるので、長文だが原文のまま引用する。

　「日本における会計学の学術研究を目的とする学会には、日本会計研究学会をはじめとして多く
の会計学の研究分野別学会が存在し、会計学に関する学術研究の成果を発表・蓄積・発信して社
会の発展に多くの貢献をしている。しかし、会計学の学術的研究を踏まえた会計教育に関する専
門的研究を目的とする学会は存在しない。
　日本において会計教育に関する研究発表・討論の「場」が最初に設けられたのは、札幌学院大
学で開催された日本会計研究学会第51回全国大会である。この全国大会では、アメリカ会計学会
会長のガーリー・L・サンデム教授を迎えて、「会計教育に関する公開シンポジウム」（日本会計研
究学会と札幌学院大学会計学研究所共催）を開催し、多くの参加者により真剣な議論が盛大に行
われた。その後これを契機に、日本会計研究学会のスタディーグループ「21世紀へ向けての会計
教育についての研究」（主査：藤田幸男）および「21世紀の大学像と会計教育の研究」（主査：藤
永弘）による大学・短期大学の会計教育の実態調査を踏まえた会計教育のあり方に関する研究が
行われた。
　会計教育における特定分野の研究としては、日本簿記学会が学会設立以来「簿記教育研究部会」

14）  座談会「会計教育研究の発展を目指して」（シリーズ会計教育の現代的課題　第10回、出席者は泉宏之、
堀江正之、柴健次）『企業会計』（第60巻第 3号、2008年 3 月）。

15）  日本会計教育学会の詳細は、http://www.jaaer.jp/　を参照されたい。
16）  日本学術会議経営学委員会経営リテラシー分科会による記録「経営リテラシーの定着に向けて」（2008年
7 月31日、文書番号SCJ第20期200728－20370700－003）を参照されたい。経営関連学会協議会もこれを受
け、参加学会に「経営」の定義を求めシンポジウムでこれを議論するなど、経営リテラシーの定着に向け
た活動を行っている（第 2回シンポジウム「経営学の明日を創る」2010年 2 月21日、第 3回シンポジウム
「経営学教育の質保証」2010年11月21日）。
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を設け簿記教育のあり方に関する研究を行っている。現在、会計教育に対する関心の高まりを反
映して会計教育に関する研究報告、事例報告や実態調査報告などが多く発表されている。最近で
は「シリーズ会計教育の課題」（責任編集：柴健次）『企業会計』（中央経済社）において、10回に
わたって会計教育方法の確立に向けた研究報告と議論が行われ、さらに多くの会計教育者の関心
を高めている。
　また、会計は「あらゆる経済組織」における経済活動の「将来の姿」、「現在の姿」、「過去の姿」
を貨幣数値で「写像」することから経済言語、 マネジメント言語、ビジネス言語、コミュニケー
ション言語等として社会科学の中核的役割を果たしてきている。したがって、会計教育において
は、経済教育、 経営教育、ビジネス教育、法学教育等との統合・融合教育が求められている。会
計教育を含めた統合教育・融合教育については、「全国四系列教育会議」において経営学教育、会
計学教育、商学教育、経営情報学教育の統合・融合教育に向けての教育研究が既に25年にわたり
行われている。
　現在、経済活動のグローバル化時代の中で、会計は「世界共通言語」として世界経済、国家経
済の健全な発展に貢献するために会計基準の「国際的コンバージェンス」に向けて、国際財務報
告基準（IFRS）を軸に、国際会計基準審議会（IASB）の活動が活発化している。わが国におい
ても上場企業等を中心に IFRSのアドプションに向けての取り組みが行われている。今後の会計
教育の場においてもIFRS教育が重要な教育課題となっている。
　このような会計教育環境の変化の中で、高等教育における会計教育を専門的に研究・開発・議
論し、発信する「場」としての「日本会計教育学会」の設立に対する要望と期待が、会計教育の
研究者、会計教育現場の担当者および一般社会から多く寄せられてきた。
　これらの強い要望と期待に応えると共に、高等教育、社会教育・生涯教育・継続教育における
会計教育の「内容」と「質」の向上を目指し、会計教 育課程および教育方法の開発・改善・充実
を図り社会の発展に寄与することを目的として、会計教育の研究・開発・議論・提言・発信の
「場」として「日本会計 教育学会」を設立するものである。
　当日本会計教育学会は、会計教育の研究活動の充実・発展を図るため、「東日本部会」および
「西日本部会」の二つの部会を設け、両地域からの会計教育発信を基礎に、全国的な会計教育発信
を国内および世界に行うこと等を目指すものである。2009年 2 月10日」

4 　会計教育の研究における試行錯誤

（ 1）教養としての会計学プロジェクト

　日本会計教育学会の第 1回全国大会（2009年10月24日・25日、広島修道大学）の統一論題会

場での討論の際に、座長の私から提案し、 3 つのプロジェクトの設置がその場で承認された。

第 1は学士課程教育における会計学教育質保証プロジェクト（主査は藤永弘会長）である17）。第

2 は IFRS教育の教材開発プロジェクト（主査は橋本尚副会長）である。そして第 3が教養と

しての会計教育プロジェクト（主査は柴）である。

17）  このプロジェクトに関しては藤永弘（2010）を参照されたい。
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　私が座長を務める「教養としての会計学プロジェクト」18）では、巷間人気となっている啓蒙書

や入門書の特徴はどこにあるかという問題から取り組み、ついで素人向けのあるべき「会計学

入門書」を執筆する計画である。

　我々「教養としての会計学プロジェクト」のメンバーは自由に教科書分析を試み、第 2回全

国大会（2010年 7 月29日・30日、青森公立大学）で中間報告を行った。自由にとは教育工学の

分野での教科書分析の手法にとらわれずという意味である。それゆえある意味では勝手格付け

となる。それでも、上位に格付けされた書物には従来にない特長が確認できたほか、一般的傾

向として会計情報の利用者を意識した書物が多いという傾向を確認できた。

　この試行は以下を背景として実施された。

・会計リテラシーの向上はいつの時代も会計教育の中心課題である。ところが皮肉にも平成

不況と会計書ブームのおかげで会計に対する関心が高まった。特に会計書ブームは実務家

がリードしている。

・研究者であり教育者である大学教員は学士課程教育における会計リテラシー向上の困難性

に悩まされているが、実務家がリードする会計書ブームで満足していない。そこで自分た

ちで「教養としての会計教育」を考えてみようということになった。

・ここに「教養」なる用語に抵抗があるかもしれない。ここではイデオロギー性を排除し、

会計リテラシーの向上という観点から、当面「商学部等の専門教育での教育ではない」一

般教育（どの学部の学生でも、大学生以外でも対象とできる）という意味で「教養」とい

う言葉を用いる。

・従来の「会計の教養書」が財務諸表の作り方・作り手を意識したものが多かったのに対し

て、最近の傾向はむしろ読み方・読み手を意識したものが多い。このことは調査を通じて

明らかにしたい。

・なお、今後は、実態調査を踏まえて、「分かる会計教養書」あるいは「使える会計教養書」

を書くことを目標とする。

　詳細は省くが、会計教養書の実態は次のようであった。

　調査方法であるが、科学的な手法を用いずに、メンバーが「会計の教養書」と認定した書籍

を統一評価シートにしたがって評価する。主な評価項目としては「総合評価点」（プラス 5点か

らマイナス 3点までの 8段階評価）、書き手の属性、想定された読み手、書籍の構成、オリジナ

リティーである。

　プロジェクトメンバーによる主観的評価を一覧表にしたものが図表 7である。報告会場にお

いては、対象となった個々の書籍についての評価シートまで配布したが、我々の目的はいわゆ

18）  メンバーは柴健次（代表）、松本敏史（副代表）のほか、工藤栄一郎、富田知嗣、籏本智之、福浦幾巳、
藤田晶子の 7名である。
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る人気のある教養書の特徴を抽出することにあり、格付けが目的ではないので、外部に公表す

る際には書籍名を出さないこととした。それでも図表 7に明らかなように、主観的評価が適度

に分散している。また、このたびの会計書ブームはコンサルタントや公認会計士に拠るところ

が大であり、学者の貢献の小さいことがわかった。

図表 7　結果の分布　書き手別の評価とターゲット（28冊の分布）

評　　価
書き手の属性 作成者向 両者向け 利用者向 その他向

－3 －2 －1 1 2 3 4 5

1 2 1 1 1 CPA・税理士 0 1 1 4
1 1 経営者・管理者 2

1 5 2 3 3 1 コンサルタント 2 2 9 2
1 1 1 学者 2 1

1 1 その他 1 1
0 1 7 3 5 5 4 3 合　計 4 5 11 8

（ 2）IFRSの教育問題

　日本会計教育学会では橋本尚教授が IFRS教育の教材開発プロジェクトを開始された。その

後、日本会計研究学会の第69回全国大会時（2010年 9 月 8 日～10日、東洋大学）にスタディ・

グループ「IFRSの会計教育」（主査柴健次）19）の設置が認められた。内容的には重複観もある

が、前者がすでに橋本教授によるIFRSテキスト20）が存在しているのでそれに沿った内容にな

ると予想されるのに対して、後者は、IFRS時代の会計教育の在り方について前者との相違を意

識して研究を開始した。ここでは両プロジェクトに関連して、取り組むべき課題等を提示した

柴健次（2010b）からその要点を示しておきたい。

　柴健次（2010b）は特集「IFRS概念フレームワークとは何か」の中で「IASB財務諸表フレ

ームワークと会計教育」と題する論稿を執筆したものである。私は「はしがき」で以下のよう

に書いた。

「国際会計基準審議会（IASB）の『財務諸表の作成及び表示に関するフレームワーク』（以下、
IASBFWと省略する）の「序文」に、「財務諸表は、回収可能な取得原価に基づく会計モデル及
び名目資本維持の概念に準拠して作成されるのが一般的である。現在のところこの変更に関する
合意はないものの、経済的意思決定を行うために有用な情報を提供するという目的を満たすため
には、他のモデルや概念の方がより適切である可能性がある。本フレームワークは、さまざまな会
計モデル、資本及び資本維持の概念に適用可能となるように作成されている。」（訳文は2009年IFRS

19）  メンバーは柴健次（代表）、佐藤信彦（副代表）、井上定子、齊野純子、潮崎智美、角ケ谷典幸、富田知
嗣、藤田晶子、山内暁、山田康裕の10名である。

20）  橋本尚・山田善隆（2009）と橋本尚・山田善隆（2010）。
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日本語版を引用、以下同様）。さらに「はじめに」の「目的及び現況」では「本フレームワークは
国際会計基準ではないので、特定の測定又は開示に関する事項についての基準を定めるものでは
ない。本フレームワークのどの内容も、特定の国際会計基準に優先するものではない。」とある。
　本特集が対象とするIASBFWは、取得原価会計モデル及びその代替モデルにも適用可能である
し、会計基準そのものでもない。それにも関わらず多くの場面で尊重されることが予定されてい
る。他方、国際財務報告基準（IFRS）（国際会計基準（IAS）を含む）は採択国において強制力を
有する。さて、日本においてもIFRSとIASBFWの双方が会計教育の対象となってきた。すでに、
IFRSについては数多の解説書と実務的対応の指南書が氾濫している状況であるが、IFRSと
IASBFWの双方を日本の会計教育でどのように扱えばいいのかについては担当者個人の試行錯誤
の域を出ない状況であろうと推察する。これらに関して完成度の高い教育内容を実践されている
教授者はおられるかもしれないが、私の不勉強でその存在を見落としているかもしれない。
　状況把握がこの程度なので、私がなしうることと言えば、自分の関係する狭い範囲での議論を
参考にして、教育上の課題を整理してみることのみである。第一に、巷間、IFRSは原則主義（原
則に基づく会計）であり黒船襲来のごとく騒がれているが、高度会計専門職業人（以下、単にプ
ロという）にとって原則主義の時代の到来は喜ばしきことではないのかという疑問がある21）。第二
に、会計をめぐる議論は大きく財務諸表作成者側からの議論と財務諸表利用者側からの議論に分
かれていて、この対立が会計監査にも波及しているのではないかと感じている22）。第三に、私自身
にとってより切実な問題として、会計大学院における IFRS（IASBFWを含む）関連科目のカリ
キュラムをどのように設定するか、すべての会計大学院に共通するコアカリキュラムをどのよう
に設定するか、さらには、これらを学部教育にどう反映させるか、といった問題がある。以上の
3点に的を絞ってIASBFWの教育課題について考察する。

①	 概念フレームワークと会計基準と会計原則の関係の整理

　IFRSの特徴が原則主義にあると言われる。そこで会計社会の人々は会計の原理原則を熟知し

ておかなければならない。それを知れば会計モデル（利益計算構造）が明確になる原理原則を

ここでは会計原則と呼んでおく。そこで IFRSの教育にあたって、まず、概念フレームワーク

と会計基準と会計原則の 3者の関係を明らかにしておく必要がある。

　第 1に会計原則（会計モデル）が概念フレームワークと会計基準に分けて示されるケースが

考えられる。本来、会計原則があれば足りるところ、これを補足する概念説明や会計基準が設

けられるのである。かつての日本の『企業会計原則』とこれを補足する『企業会計原則注解』

や諸意見書の体系がこのケースに該当する。23）

21）  プロとは「解なき課題に果敢に挑戦する者」と定義しておきたい。したがって、プロにとって原則主義
に則り判断せよという要請はプロ冥利に尽きる。

22）  現代は「経営者会計」と「投資者会計」が並存する時代である。十分に検討を要するが、適正性監査は
「投資者会計」に通じ、「準拠性監査」は「経営者会計」に通じる。しかしこれのみではない。今日「原則
主義監査」と呼びうる監査が求められている。これらに関して柴健次（2006）、柴健次（2008）、柴健次
（2010a）を参照されたい。
23） 『企業会計原則注解』や諸意見書が概念フレームワークであるとは思っていない。しかし概念フレームワ
ークに相当する内容も含んでいる。
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　第 2に、会計原則がないのだが、概念フレームワークと会計基準から会計原則（会計モデル）

を再現できるケースが考えられる。第 3に、会計原則がなく、概念フレームワークと会計基準

から会計原則（会計モデル）を再現しがたいケースが考えられる。IFRSは第 2か第 3のケース

に該当すると思われるが、その違いは IFRSから会計原則（会計モデル）を再現できるか否か

にある。

　かつての日本は第一のケースに該当するから、経営者も、監査人も、教授者も、学習者も原

則主義（原則に基づく会計）に慣れていた。ところが昨今の IFRS騒動をみていると、もはや

日本の会計人は原則主義を忘れてしまったかのようである。仮に、経営者と監査人が細則主義

（細則に基づく会計）を好むとしても、教授者と学習者には依然として原則中心の教育の意義が

失われていないと思われる。もし、教育界においても原則主義への対応でパニックになってい

るとしたら、問題の根は深い。

②　教育上の課題を探索するための方法

　幾何の問題を解くにあたっての補助線や、空間における位置を特定するための座標軸が有用

であるように、比較分析のための視点が必要である。日本での教育を視野に入れると、日本の

『企業会計原則』が候補になる。IFRSへ続く源流を確認する意味で、スコットランドの『会社

報告の改善』も候補になる24）。1960年代の学者のモデルも候補になる。

　こうして分析の基準が定まれば「分析の視点」から各要素が分析される。ここでは、日本で

の教育を想定しているので、日本における概念フレームワーク（日本CF）や日本における現

行の会計基準（日本GAAP）も要素に加わる。その結果、「分析の視点」となる会計モデルか

らみて IFRS, IASBFW、日本GAAP、日本CFの特徴は何か、「分析の視点」となる会計モデ

ルと反する規制等（具体的には記述）は何かも明らかになる。その結果、それぞれの要素は「分

析の視点」となる会計モデルを介して相互に比較可能となる。つまり学習上はこの「分析の視

点」となるモデルの教授を必要とする。

　以上に対して、今度はIFRS及びIASBFWと日本GAAP及び日本CFの共通を見出す作業を

行う必要がある。もしすべてに共通する原理原則が見つかれば。それを「分析の結果」として

の会計モデルとみなして、このモデルを文書化してみる。

　こうしたアプローチを学習者自身が採用することは難しいと思う。それゆえ、教授者がこの

ようなアプローチを採用して導き出した結果を教授内容に反映させるのが良いと考えられる。

もちろんこのアプローチは推定の域を出ないので、教授者による仮説提示となる。仮説と現実

の関係についても丁寧に講義すれば問題ないと思われる。

24）  柴健次（2003）を参照されたい。
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図表 8　課題探索のアプローチ

　以上を踏まえて、学校教育の在り方を研究するなら以下の課題に取り組む必要がある。

・「分析の視点」を提供する必要性から、『企業会計原則』や会計の理論モデルを教授するこ

との効果を研究すること。

・IFRSが今日の支配的地位を得るまでの歴史と現在IFRSを支持する文書化されない要請を

明らかにすること。すなわち国際政治舞台における会計基準の意味づけを研究する必要が

ある。

・日本の学界が得意としてきた会計基準の研究の成果を、文書化された会計原則（モデル）、

想定される会計原則（モデル）、想定される会計原則（モデル）を特定化できる文書化され

ない要請の観点から、かつ教育の観点から、再解釈する必要がある。

・以上に加えて、考える学習、判断を行使できるための学習を促進させるための教材の開発

が求められる。

5　職業教育としての会計教育の必要性

（ 1）会計大学院における教育問題の現実

　全国の会計専門職大学院は社会からの期待を背景に設立された。それは社会が求める大学院

教育としての会計教育25）であった。しかしながら、現実には、公認会計士試験を当面の課題と

している学生が求める会計教育26）とのギャップを原因とする多くの問題に直面している。会計

大学院の教授者も学習者も、プロフェッションとしての公認会計士に求められる資質を身につ

25）  金融審議会公認会計士制度部会専門的教育課程についてのワーキングチーム（2003）。
26）  これを示す文書はない。ただ大学院教育としての会計教育の重要性を認める学生であったとしても当面
はクリアしないといけない公認会計士試験を考えるとき必然的に試験対策を重視する傾向があるが、この
姿勢を批判することはできない。つまりは理想と現実のギャップに課題が存する。
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ける過程教育としての大学院教育（一言で言えば、職業教育）と公認会計士試験合格という現

実的要請（これを要約すれば、技能教育）の狭間で悩むことになるのである。

　この間、2008年度と2009年度の大量合格者が就職できない問題が社会問題化した。いわゆる

「待機合格者」問題である。これに対しては、2009年度12月から金融庁が「公認会計士制度改革

に関する懇談会」を設置して議論を重ねているが、先のギャップを解消する方向で試験制度改

革がなされるかどうかは予断を許さない27）。

　こうした環境下において、関西大学大学院会計研究科は、研究科に属する教員が試論として

『会計教育方法論』と『会計専門職のための基礎講座』を28）世に示してきた。後者は本学会計大

学院の合格者に対して入学前に仕上げておいて欲しい内容を取りまとめたものである。前者は

会計大学院の設立に際して着任が予定されているスタッフがそれぞれに専門職大学院の教育に

ついての課題を提起したものである。これら二冊の書物はそれぞれの使命を果たしたと思われ

るが、会計大学院の開校以来 5年が経過しようとしている現在、FD活動の成果を踏まえて、今

一度、専門職大学院の会計課題を考える時期に来ている。

（ 2）公会計改革と公務員の意識改革に資する会計教育の試み

　つぎに、営利企業以外の組織（政府・自治体及びその他非営利組織）における会計の重要性

が叫ばれ会計制度の整備が進められている。政府・自治体の会計改革については一般に公会計

改革と呼ばれている。具体的には、財務省による省庁別財務書類の作成の要請や、総務省によ

る自治体の財務諸表（財務 4表と呼ばれることが多い）の作成の要請がある。これらは、官庁

会計にはない民間企業会計の特長としての複式簿記・発生主義会計を政府・自治体の会計に導

入することを柱とするものである。その他、公益法人、学校法人、NPO法人など非政府の非営

利組織についても、それぞれを主管する官庁から会計基準の改訂が行われ、一般的傾向として

民間企業会計への接近が確認できる。

　そこでは、これまで会計になじみのないこれら組織の構成員及び関係者にいかに会計の重要

性を理解させるかという深刻な教育問題に直面する。すなわち、これまで予算制度にしたがっ

た行動になれてきた組織人に対して、あらたな会計の発想を体得してもらう必要があるが、そ

27）  同懇談会に係る情報はhttp://www.fsa.go.jp/singi/kaikeisi/index.htmlから入手可能である。これに対し
て会計大学院協会は 3度にわたり意見を公表してきた。即ち、同協会における公認会計士制度対応タスク
フォース（委員長柴健次）が、第 1弾「公認会計士制度改革に対する提言（第 1弾）―あるべき公認会計
士像とそのために必要となる諸条件」（2010年 3 月15日）及び第 2 弾「公認会計士制度改革に対する提言
（第 2弾）―魅力ある一系統二段階方式の試験制度・資格制度の実施について」（2010年 5 月17日）（いずれ
も『会計大学院協会ニュース』第10号に所収）を公表した。更に、金融庁「公認会計士制度に関する懇談
会」中間報告（2010年 8 月 4 日、http://www.fsa.go.jp/news/22/sonota20100804-4.html）に対して行われ
た意見募集に応じて会計大学院協会は 9月 2 日に意見を提出した（これは『会計大学院協会ニュース』第
11号に所収）。

28）  柴健次編著（2007）と柴健次編著（2008）。
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れが結構困難を伴うということである29）。例えば、具体的には、大阪府池田市の職員が自発的に

行う経理事務研究会で公務員の常識と非・常識に接する機会を得て、公務員に対する会計教育

の必要性を実感した。その際、最も大きな障壁が企業複式簿記に対する理解不足であることが

判明した。

（ 3）高大連携における教育接続の試み

　近年、高大連携の機運が高まる中で、高校教育と大学教育の接続と言う問題が意識され始め

てきた。これまで、大学の一般入試にしろ、多様な入試にしろ、当面の課題が入試に合格する

こととなると、卒業までじっくりと学習に取り組む余裕がないという現状があった。特に、専

門職大学院での教育から専門職高校（とりわけ商業高校）まで教育を遡っていったとき、高校、

大学、大学院の各段階の教育に一貫性がないことに気づかざるを得ない。具体的には、大阪市

立の商業高校と関西の諸大学との高大連携を模索する中で、高校も大学もそれぞれ独自に完結

した教育を施そうとする方針があることから、縦につないだ連携の中で、段階的に学習できる

仕組みが存在しないことに問題点を見出した。さらに、かかる傾向は現在の大学入試制度に問

題があることも指摘された30）。

　これらの問題（高校・大学・大学院の段階的教育）は、普段は意識する機会に恵まれない。

しかし、大学学部の教育に関する質保証が叫ばれる中で、学部と職業高校との連携、学部と専

門職大学院との連携に話題が及ぶ時、これら教育機関の教育内容の連携の欠如に直面すること

になる。関西大学のみならず全国の大学で高大連携と教育の接続の議論が展開されているが、

こうした試みから教育の 3 E（経済性、有効性、効率性）の議論が高まれば良いと思う。

おわりに

　専門職大学院では相前後する全教育課程の一部を担う職業教育機関である。会計大学院もそ

のような機関である。社会から期待されているとおりの人材を養成するには期待に合わせた教

育が必要である。そのためのカリキュラムも用意されている。一方、公認会計士試験は一種の

技能試験となっているので受験者は技能を磨くことに専念することになる。職業教育と技能教

29）  イギリスでは公会計改革の断行に際して、財務省内に、ロンドン・ビジネス・スクールのA．リカ―マン
教授を長官とする政府会計室を設置し、公務員に対する公会計教育にあたらせた。一方、日本でも財務省
内に公会計室が設置されたがかかる教育機能は果たしていない。しかし、地方自治体の中には自発的に会
計教育を行っているものがある。例えば、池田市は関連する公益法人の職員を集めてすでに百回近くの研
究会を開催している（池田市経理事務研究会『法人会計ハンドブック』及び同別冊『経理事務研究会報告
書』2007年12月）。

30）  こうした状況を踏まえて、大阪市教育委員会では2006年12月に新商業高校構想具体化委員会（委員長柴
健次）が「新商業高校の具体的構想について」を取りまとめた。



現代社会と会計　第 5号（2011年 3 月）128

育の並存の問題を解くことにより会計大学院が抱える問題に迫れるのではないか。

　本稿を執筆しているとき、本研究科の客員教授である竹中平蔵先生の講演に対して、学生か

ら勉強法についての質問があった。竹中先生は上限のある勉強と上限のない勉強に分けて分か

りやすく説明されていた。技能習得のための勉強は合格水準という明確な上限がある。一方、

専門職となるための勉強には上限がない。専門職としての専門性、倫理性、国際性など多面に

わたり上限なく研鑽を積むことが求められる。

　本稿の「はじめに」で指摘したが、これらに学習態度が加わり、学習効果の出方が何倍もの

差となってくる。何事にも能動的で真剣な態度で臨むなら、上限のある技能教育でも、上限の

ない職業教育でも、教育効果は上がるはずだ。このように誰もが言いたいが、それほど問題は

単純ではないようである。その原因は学習姿勢に見る望ましくない変化である。

　以上のような教育環境を踏まえつつ、本稿では、過去に取り組んだ簿記教育と会計教育研究

について再評価し、教育の 3Ｅ（経済性、有効性、効率性）を考える素材とした。現在も取り

組んでいる教育改善と教育研究の双方を時々に見直していく必要があると考えている。
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